
 

 

 

 

 



 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 













 



 



 



 



 



 

 

 

 

 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 





 



具体的な行動
具体的な時期

（例：開始時期、対応完了期日等）
2024年度進捗状況確認

■学校法人東成学園　中長期計画2024年度(６月１日)～２０２９年度

　1. 若者を鍛え心から応援する

1 クオーター制の導入 2027年度制度導入 ・導入に向けて準備を進めている。

2 教員の教育スキル向上のための研修実施 2024年度内実施
・2024年9月「第2回学部・短期大学部・大学院FD合同研修会」にて、教員の教育スキル向上のための研修を開催したが、一層の取
り組みが必要。

3 事務職員のICTスキル向上 2024年度内実施 ・e-JINZAI、Schoo等のオンラインオンデマンド研修を契約し、ICTスキル向上のための講座の受講機会を提供した。

4 20％の学生が英語で業務遂行可能の取組 2028年度内達成目標 ・目標達成の時期の見直しに向けて検討を進める。

5 学生・卒業生・修了生への事業支援 2026年度出資開始 ・事業の見直しを行う。

6 特待生・奨学生の支援に注力し、特待生・奨学生延べ人数
を在籍学生比15%への取組

2026年度迄
・2024年度在籍者数（2024年5月1日時点）に対する特待生・奨学生（高等教育修学支援新制度、減免制度対象者含む）延べ人数比
は約29％。
引き続き特待生・奨学生の支援に注力することとする。

7 外国人学生数の維持および学生募集の海外展開
（特に米国）

2030年度初頭・200名、
2027年度入学者目途

・概ね目標に沿って維持。

8 英語のみで卒業単位修得が可能なカリキュラム整備 遅くとも2026年度入学生より ・開始時期の見直しが必要。

9 積極的なオンデマンド・遠隔授業の導入
2026年度初頭：開講科目数の20％・
2029年度初頭：開講科目数の50％、
ただし実技科目開講科目数の母数から外す

・2024年度開講科目（実技科目除く）の内、約5％がメディア授業科目。更なる科目数増が必要。

　2. 教職員が働きやすい職場づくりを行う

10 教員の間接業務削減（会議削減・事務移管）
・2024年度は、教学運営組織における委員会の統廃合ならびに各専任教員の所属委員会数の見直しを実施した。
専任教員一人あたりの所属委員会数は前年比平均55％減少した。一方、情報共有が主となっている会議も見受けられ一層の簡素
化が必要。

11
業務担当・役割の明確化と教職員の権限委譲
（役割・役職に応じ責任を分担、決断決定、共有）

2025年3月迄 会議体の一層の簡素化と同時に進める。

12 基幹教員のサバティカル研究制度導入
2027年度制度導入（クォーター制、新
学部設置と同時）

・現時点で大きな動きはないが、概ね予定に沿って維持。

13 基幹教員制度の導入と基幹教員数増
・導入：2025年3月迄
・増加計画：2029年度迄
 （新学部除く）

・2024年度内に、次年度からの基幹教員制度導入の整備を完了した。
・基幹教員の任用を進める。

14 事務職員の勤務時間・日数の柔軟化
2024年度着手、
2025年度導入

・年度内に実施予定。

15
教職員評価制度の見直し簡素化と事務職員向け業績評価
制度導入

2025年3月迄

【教員業績評価】
・2024年度より『教員業績評価表』自己評価欄の廃止や評価項目削除等を通し制度を簡素化した。本制度の更なる簡素化へ向け、
引き続き検証を進めていく。

【事務職員業績評価】
・２０２４年度に「評価項目の確定」、「評価回数の削減（年1回）」及び「評価時期の確定」を行い一定の簡素化を行った。
・人事考課システム導入を進める。

学校法人東成学園　新中長期計画2024年度（6月1日）～2029年度　2024年度報告
2025年3月末時点の進捗状況を確認をいたしましたので以下報告いたします。

「具体的な行動」全21件ならびに「付帯事項」1件、「中長期計画に係る関連取組み」4件の2024年度末時点の進捗状況を受け、進捗状況が目標に到達でき

ていなかった行動は計画修正のうえ、2025年度取り組んでいます。
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　3. 安定した経営を継続する

16 学生在籍数（大学・短期大学部・大学院）2000名以上目標 2030年度初頭 目標に基づき進捗している。

17
金融資産運用益・施設貸出による安定した収入の確保（平
均3％かつ1.2億円以上）

2025年度～2030年度

・2024年度の施設利用料収入（50,414,745円）ならびに金融資産運用益（計15,973,497円）の合計額は、66,388,242円で
 1.2億円を円下回っている。
また、2024年度事業活動収入（4,222,471,804円）の平均3％　（126,674,154円）についても60,285,912円下回る。引き続き安定した収
入の確保へ努めることとする。一方、金融資産を2025年度中に25億円程度にする予定であり、6年間の平均としては達成込み。

18
附属音楽・バレエ教室の収支均衡および在籍者5000名目
標

2030年初頭 ・新規教室を検討している。

19 競争的補助金・助成金獲得の継続的なチャレンジ 2024年度～2029年度

【競争的補助金】　（2件獲得）
「令和5年度補正予算　省エネルギー投資促進支援事業費補助金」
「令和6年度　少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援事業」

【助成金】　（3件獲得、内2件は日本バレエ団連盟からの再委託）：
「令和6年度文化芸術活動の動向把握に向けた基礎資料収集事業」（文化芸術活動に係る基礎資料の収集・データベース化及び利活用に関する調査研究業
務）

「令和6年度文化芸術活動の動向把握に向けた基礎資料収集事業」（日本バレエ界の動向把握に向けた公演データベース作成および調査）　※日本バレエ
団連盟からの再委託

「令和6年度文化芸術振興補助金 舞台芸術等総合支援事業（芸術家等人材育成）」（新進バレエダンサー・バレエ団運営スタッフの育成）※日本バレエ団連
盟からの再委託

20 ガバナンス体制維持および法令遵守への取組 2024年度～2029年度 ・既定の整備を行った。専任担当者の配置を準備中。

21 ステークホルダーへ経営の考え方・方針の適切な発信 2024年度～2029年度 ・BD、SD、FD、および、広報誌の取材対応において実施。




